
 

 

「活断層の長期評価手法（暫定版）」報告書の公表について 

平成 22 年 11 月 25 日 

地震調査研究推進本部 

地 震 調 査 委 員 会 

 

地震調査研究推進本部は、地震による被害の軽減に資するための施策として、平成

9 年 8 月に「地震に関する基盤的調査計画」を策定し、同調査観測計画の一項目とし

て活断層調査を挙げた。基盤的調査観測の対象となる活断層は全国で 98 断層帯にわ

たり、地方公共団体や研究機関などによる調査が行われてきた。 

地震調査研究推進本部地震調査委員会ではこれらの調査結果や既往資料をもとに、

活断層の位置や形態、過去の活動履歴および長期の地震発生確率などについての評価

を順次行ってきた。その際、統一した観点に基づいた評価を行うため、平成 17 年 8

月にそれまで地震調査委員会が評価してきた活断層の評価事例と評価手法を整理し

た「基盤的調査観測対象活断層の評価手法」報告書を公表している。 

その中で、今後も継続して評価手法の見直しや新たな評価手法の導入を図る必要が

あるとされていたことから、評価手法の改定について検討を進めていた。このたび、

活断層の位置や形態、過去の活動履歴および長期の地震発生確率などについて評価す

る手法について見直しを進め、新たな評価の基本的な考え方及び新たな手法による評

価の形式について暫定的な検討結果をとりまとめたので報告する。 

 

長１６３参考資料３

参考　計５３－（１）



 



 

 

 

「活断層の長期評価手法（暫定版）」報告書 

 

１．活断層の評価手法検討の経緯 

地震調査研究推進本部では平成９年８月に「地震に関する基盤的調査観測計画」を

策定し、その 1 項目に活断層調査を挙げた。その対象は全国で 98 断層帯にわたり、研

究機関や地方公共団体などによって調査が進められてきた。 

地震調査研究推進本部地震調査委員会では、前述の基盤的調査観測の対象となった

全国の 98 断層帯について、そこで将来発生する地震の規模や確率などを順次評価して

きた。地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会は、平成 17 年４月にこれら

98 断層帯の評価が一通り終了したことを機に、それまでに評価されてきた活断層の長

期評価の手法を具体的事例とともにとりまとめ、「基盤的調査観測対象活断層の評価手

法」として平成 17 年８月に公表している。 

この中で、活断層の長期評価手法は、調査・観測技術の進歩やデータの増加、研究

の進展、あるいは社会的要請に応える形で今後も継続して評価手法の見直しや新たな

評価手法の導入を図る必要があるとされていることから、平成 17 年１月に活断層評価

手法等検討分科会が長期評価部会の下に設置され、現行の評価手法を改良し、評価の

精度・信頼度を向上させるための検討を進めてきた。 

今回、上記の諸検討の成果に基づき、新たな評価の基本的な考え方及び新たな手法

に基づいた評価の形式を示したものとして、「活断層の長期評価手法（暫定版）」をと

りまとめた。 

 

２．新たな評価手法の主なポイント 

現行の評価手法に対する主な変更点は以下のとおりである。 

a) 地域評価の導入（対象地域に分布する活断層で発生する地震を総合的に評価） 

b)評価対象とする活断層の見直し 

c)地表の長さが短い活断層について、震源断層の位置・形状（長さなど）を総合的

に評価（「短い活断層」の評価） 

 

a) 地域評価の導入（対象地域に分布する活断層で発生する地震を総合的に評価） 

新たな評価手法では、従来の起震断層（同時に活動すると考えられる活断層（群））

ごとの評価に加え、ある地域に分布する複数の断層の活動を考慮した「地域評価」を

実施する（図１）。 

現行の評価手法では、主要活断層帯（単一もしくは近接する複数の起震断層を含む）
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ごとに評価の実施、結果の公表を行っている。しかし、ある地域の危険度を理解する

ためには、周囲の活断層を総合的に評価する必要がある。活断層の分布や活断層の種

類は広域の地質構造を反映していると考えられるため、広域のテクトニクスや地震活

動を踏まえて活断層を評価することが望ましい。 

このため、新たな評価手法では、日本を 10 数個の「評価地域」に分割し、「評価地

域」内に分布している活断層で発生する地震を総合的に評価する。具体的には、「評価

地域」における地殻変動様式や地震活動の特徴に関する情報、活断層の分布などを相

互に関連付け、地質構造発達史や地形発達史に関する研究成果を参照し、「評価地域」

内に分布する活断層が形成された経緯や現在の地質・地形の分布と断層活動との関係

について検討を行った上で、「評価地域」における活断層の分布状況や一定規模以上の

地震が発生する確率、想定される地震の最大規模などを評価する（図２）。 

 

ｂ)評価対象とする活断層の見直し 

新たな評価手法では、社会的、経済的な影響という観点から、Ｍ6.8 以上の地震を評

価対象とすることとし、評価地域内に分布する活断層及び活断層の可能性が高い断層

全てについて評価対象に含めることにする。 

現行の長期評価では、確実度Ⅱ以上、地表の長さ 20km（M7.0 に相当）以上、活動

度 B 級以上という基準で基盤的調査観測の対象に選定された活断層について評価を実

施している。しかし、平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震（M6.8）のように、地震

前には地表に長い断層が認められていなかった箇所でも被害地震が発生している。 

このため、新たな評価手法では、「評価地域」内に分布する活断層及び活断層の可能

性が高い断層について、長さや活動度に関係なく評価対象に含めることにする。この

際、地下の断層の長さが基準を超える起震断層については、現行と同等の詳細な評価

を実施し、それ以外の「詳細な評価の対象としない断層」は、地表の位置・形状を「評

価地域」の活断層の分布図に記すこととする。 

 

ｃ)地表の長さが短い活断層について、震源断層の位置・形状（長さなど）を総合的

に評価（「短い活断層」の評価） 

新たな評価手法では、地表に短い活断層のみが分布する際に地下の震源断層の位

置・形状を検討し評価する。 

現行の評価手法では、地震を発生させる地下の断層の長さは地表で確認できる断層

の長さと等しいと評価してきた（図３）。しかし、余震分布や地殻変動などから推定さ

れる地下の断層の長さが、地表で確認される断層（地表地震断層・活断層）の長さと

異なる事例については、古くから指摘がある。 

このため、新たな評価手法では、地表に活断層がある場合、地震発生層全体を破壊
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する地震が起こる可能性を考え、地質構造や重力異常分布など地球物理学的な情報も

活用して地下深部の構造を総合的に検討し、地下の断層の長さおよびその確からしさ

を評価する（図４）。この結果、最近の地質時代に一体となって活動していると考えら

れる地下の断層の長さが地表の活断層の長さよりも長い可能性が高い場合は、地下の

断層の長さを用いて地震規模などを評価する。それ以外の断層は最大で地震発生層の

幅に対応する地震を起こす可能性がある「詳細な評価の対象としない断層」として評

価する。 

 

３．今後の予定について 

「活断層の長期評価手法（暫定版）」には、新たな評価手法に従って評価した事例が

添付されていない。最終的な報告書は、短い活断層の長さ等に関する評価の信頼度の

基準など、具体的な評価の事例について検討した上でとりまとめる予定である。現在、

本報告書に基づく評価は、長期評価部会の下に設置された活断層分科会で九州地域を

対象として評価を開始したところであり、来年前半の公表を予定している。 

その後、全国の「評価地域」について順次評価を実施し、４,５年程度の間に１巡目

の「地域評価」を完了する予定である。この際、「短い活断層」などについては地下の

断層長などについて検討を行い、断層ごとの評価を実施するが、既に評価が実施され

ている主要活断層帯に含まれる起震断層については、原則として現行の評価をそのま

ま踏襲することとする。 

1 巡目の「地域評価」が完了した後、必要に応じて長期評価手法のさらなる見直しを

行った上で、各種の活断層調査で得られた新たな知見に基づき、２巡目の評価を適宜

実施することとする。２巡目の評価では、主として長大な起震断層について、詳細な

位置・形状情報に基づいた同時に活動すると考えられる最小単位の見直しや、起震断

層全体だけでなくその一部分が活動して発生する地震の規模・確率などに関して評価

を実施する。 

なお、「評価地域」の区分については、過去の地体構造区分に関する研究などを基に、

地質構造や活断層分布などを考慮して決定することとしている。 
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A 断層の評価 B 断層の評価 C 断層の評価 

断層の長さ 約○km 断層の長さ 約○km 断層の長さ 約○km 

過去の活動 ○年～○年前 過去の活動 西暦○年の地震 過去の活動 ○世紀 

平均活動間隔 ○年程度 平均活動間隔 約○年 平均活動間隔 ○～○年 

 

 

 

断層名 断層の長さ 地震の規模 地震発生確率 

A 断層 約○km M○程度 ○％ 

B 断層 約△km M△程度 △％ 

C 断層 約▽km M▽程度 ▽％ 

Ｄ断層 約◇－◆km M◇－◆程度 不明 

詳細な評価の対象としない断層 － MД程度 － 

☆地域全体 － M※程度（最大） ※％（M７以上の地震）

☆地域では、M７以上の地震が発生する可能性がある。このような断層として、○断層帯全体、○断

層の活動がある。この地域で、評価された断層を震源として M７以上の地震が発生する確率は、約※％

である。 

図１．断層ごとの評価（上）と地域評価（下）のイメージ 

 

Ａ断層 

Ｂ断層

Ｃ断層

Ａ断層 

Ｂ断層 

Ｃ断層

Ｄ断層 
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・起震断層ごとの評価起震断層ごとの評価
・位置及び形態
・過去の活動
・将来の活動
・今後の課題

評価地域の評価評価地域の評価
主として将来の活動を評価
・地域の概要（地震活動、地質など）
・地域の活断層の一覧

地域内の活断層で発生する地域内の活断層で発生する
地震を総合的に評価地震を総合的に評価

現行の活断層評価 新たな活断層評価

＜問題点＞
活断層の分布に粗密．
断層相互間の関係が考慮されていない．
広域のテクトニクス・地震活動等の評価
が不十分

断層帯のシナリオ評価
主として将来の活動を評価
・同時に活動する範囲の認定

・活動範囲ごとの将来の地震活動）

単位区間の評価
主として過去の活動を評価
・活断層の位置・形態
・過去の断層活動
・地震後経過率

起震断層の評価起震断層の評価

地域評価の導入

 

図２．現行の活断層評価と新たな活断層評価の違い 

 

地下の断層（震源断層）
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図３．通常の活断層のイメージ（左）と「短い活断層」のイメージ（右） 
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リニアメント・地質断層
の存在＆更新世後期
の地層の高度差

断層活動による地形面などの変形

矢印は地下の断層の分布範囲

地質断層の存在

重力異常分布

地質分布

明瞭な変動地形 断層を挟んだ地
質構造の違い

地下の断層の位置・形状に
ついて、根拠の信頼度に応
じた複数の可能性の推定

ケース１

ケース２

ケース３

 

図４．地下の断層の位置・形状の評価のイメージ 

 

新たな長期評価手法による評価の予定

第１期：（H22～４、５年程度）

・「地域評価」の実施

・「短い活断層」：詳細活断層図や地質情報等に基づいた地下の位置・形状
の評価

・主要活断層帯に含まれる起震断層：補完調査結果の取り込み（改訂）

平成２２年度：北部九州地域、南部九州地域（予定）

第２期：（第１期終了～５年程度）

・概ね40kmを超える断層：詳細な位置・形状情報などに基づく同時に活動する最
小の範囲の設定、一部分のみが活動する地震の評価

・短い活断層など：新たな調査結果に基づく評価改訂

・重点的な調査観測結果の活用（地下構造など）

・評価手法の改訂
・基盤的調査対象活断層の追加

 

図５．新たな長期評価手法に基づく評価のスケジュール 
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